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1. 事業概要 

1.1 概況 

  青森県 八戸市（人口 21.9 万人 人口密度 731.2 人/㎢） 

  

八戸市は、太平洋に臨む青森県の南東部に位置している。 

昭和 39 年の新産業都市指定以降、臨海部には大規模な工業港、漁港、商業港が整備され、その 

背後には工業地帯が形成されている。優れた漁港施設を有する全国屈指の水産都市であり、北東北

随一の工業都市となっている。 

 

1.2 概要 

 ＜事業名＞ 

  八戸市窓口業務改革プロジェクト 

 

＜概要＞ 

市役所における申請手続の約 40％をデジタル化し、書かない・待たない・行かない窓口サービ

スを導入する。 

また、各サービスセンター・事務所（計 11 か所）にも本庁と同様のサービスを導入し、オムニ

チャネル化を図る。 

あわせて、年間約 16,600 時間の業務削減と約 30,000 千円のコスト削減を目指し、業務効率化

と市民の利便性の向上を包括的に推進する。 

将来的に連携中枢都市圏への展開を目指す。 
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＜対象業務＞ 

① ライフイベント系申請業務（転入・転出・転居・おくやみなど） 

② 証明書発行系申請業務（住民票、戸籍、印鑑登録、税関係証明書など）） 

③ 保険・福祉系業務（国民健康保険・介護保険・障害者福祉・児童福祉等） 

 

＜書かない窓口＞ 

・ 利用者が申請書の記入なしで行政手続を行うサービスを導入する。 

・ その際、住民基本台帳とのデータ連携やマイナンバーカードの読取、または身分証明書から

タブレット端末のカメラ OCR 機能で申請書を自動作成する機能により、迅速な手続が可能

となる。 

・ 自分で情報を入力、またはマイナンバーカードを読み取らせるだけで、各種申請書作成が行

えるセルフ端末を導入する。 

・ 最初の窓口で入力したデータを他関係窓口でも反映されるシステムを導入し、申請者が何

度も書かなくてもよい窓口とする。（窓口リレー方式） 

 

＜待たない窓口＞ 

・ インターネットを使った電子事前申請サービスを導入する。スマートフォン等により簡単

な入力で申請書を作成できるほか、窓口での待ち時間を最小限に抑えることが可能となる。 

・ インターネットを使った電子受付予約を導入する。自分の都合に合わせて窓口サービスを

利用することが可能となる。 

 

＜行かない窓口＞ 

・ インターネットを使った電子申請サービスを導入する。24 時間、自分の都合に合わせてサ

ービスを利用することが可能となる。 

・ 同時に、手続の進捗状況の確認や手数料決済もオンライン化し、自宅等で申請手続を完結す

る、完全にデジタル化した電子申請サービスを導入する。 

・ 市役所本庁まで来なくても、最寄りのサービスセンターまたは事務所で同様の手続が可能

となるサービスを導入する。（オムニチャネル化） 

 

＜庁内 BPR＞ 

・ システム操作ログを活用したワークフロー分析とそのダッシュボード化を実施し、窓口業

務改革の検討とバックヤード業務の効率化・集約化を推進する。 

・ 定量的なデータだけではなく、実際に職員が感じている役立ち度や業務負荷の度合い等、定

性的なデータも分析し、必要に応じた RPA の導入、ボトルネックの解消、人材配置の適正

化等の運用改善に活用する。 

・ 窓口業務の電子化・ペーパーレス化に伴い、市民・職員の動線の最適化、個別相談や総合窓

口の設置等、窓口空間の在り方について検討を進め、庁舎レイアウト最適化に向けた基本計

画（基本設計）を策定する。 
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1.3 はちのへスマート窓口 

＜名称＞ 

令和 6 年 11 月 18 日（月）より、市民に親しみを持っていただくため、事業名称を「はちのへス

マート窓口（書かない・待たない・行かない窓口）」としてスタートした。（（令和 6 年 10 月 8 日第 2

回八戸市デジタル推進本部会議で決定） 

 

＜概要＞ 

 広報はちのへ 4 月号（令和 7 年 3 月 20 日発行）より 
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PR チラシ（市庁舎に設置・各町内会等に配布） 

  
 

 

2. 目指す姿・改革全体の KPI 

2.1 フロントヤード改革により目指す姿 

 

令和 5 年 2 月に策定した八戸市デジタル推進計画は、日本社会においてデジタルを軸とした新た

な動きが加速する中、デジタル技術の一層の活用により、さらなる市民サービスの向上と業務効率化

を図る必要があることを策定の趣旨としている。 

本プロジェクトで実施する 

①書かない・待たない・行かない窓口の導入 

②各サービスセンター・事務所（計 11 か所）のデジタル化 

③データに基づくバックヤード業務の分析・業務効率化 

④市民が親しみやすい窓口空間・庁舎空間の最適化 

は、本計画の目的と合致するところであり、市民が暮らしやすさを実感できるデジタル社会の形成

に向け、将来にわたって取組みを継続していく。 
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また、業務効率化によって創出された職員の時間を、地域課題の解決や地域の魅力向上など、より

付加価値を高める業務に注力することより、市民ニーズに寄り添った質の高い行政サービスを提供

できるまちを目指す。 

さらには、平成 28 年度より取り組んできた八戸圏域連携中枢都市圏における広域連携事業への発

展や、全国への横展開を見据え、今後も地域のデジタル化を一層推進することで当市の魅力を向上さ

せ、東北地方では仙台市に次ぐ IT 企業の集積地として発展してきた土壌を活かし、デジタル推進先

進地として全国に発信していくまちを目指す。 

 

2.2 改革全体の KPI 

 

 

 

3. モデルプロジェクトのスケジュール 

3.1 全体方針 

＜全体方針＞ 

・ はちのへスマート窓口の開設日（11 月）から逆算し、４つのフェーズに分け、それぞれ中

間目標を設定する。 

・ フェーズの区切りでプロジェクト会議を開催し、次フェーズにおける作業指示とそれまで

の進捗管理を行う。 

・ 各プロジェクトチーム毎の個別案件は、各プロジェクトチーム会議を随時開催し、調整を行

う。 
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3.2 作業指示・進捗管理 

＜第１フェーズ＞ 

・ 窓口利用調査報告会（令和 6 年 2 月）における気づき・課題・提言に対する取組の確認 

・ 申請手続に係る全庁調査に基づく電子申請システム導入の意向確認 

・ 窓口申請手続データベースの作成 

・ 庁舎レイアウト最適化に関する意見照会 

 

＜第２フェーズ＞ 

・ 電子申請システムを導入する手続の帳票を作成（申請書画面の作成） 

・ 手続チェックシートの作成 

・ 条例改正案、例規改正案の作成 

 

＜第３フェーズ＞ 

・ 帳票定義（各担当課とシステムベンダーによる作業） 

・ 手続チェックシートの確認 

・ タブレット端末の調達と設置 

・ 庁舎レイアウト変更について、委託業者による配置図の最終調整 

・ 庁舎レイアウト変更について、作業スケジュール確認（職員による休日作業） 

・ 行かない窓口における返信メール画面、クレジットカード決済画面等の詳細設定 

・ 行かない窓口（オンライン申請）に係る条例改正（９月市議会定例会） 

 

＜第４フェーズ＞ 

・ 業務フロー確認 

・ 操作研修の実施（対象となる窓口従事職員 160 名） 

・ 庁舎レイアウト変更について、A~C ゾーンに区分けして実施。大型の什器については業者

による移動・廃棄 

・ 不要な掲示物等についても廃棄 

・ 広報・PR（ホームページ・SNS・チラシ作成） 
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3.3 スケジュール表 

 ＜スケジュール表（概要）＞ 

 

 

＜スケジュール表（詳細）＞ 
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4. 庁内の推進体制 

4.1 窓口業務改革プロジェクト会議・プロジェクトチームの設置 

 ＜庁内体制図（全体）＞ 

 

 

 ＜窓口業務改革プロジェクト会議（新設）＞ 

・ 主に GL 級職員で構成。若手デジタルイノベーションチームも参加する。 

・ 各フェーズ毎の進捗確認を行う。（令和 6 年度 全 5 回） 

 

 ＜プロジェクトチーム（新設）＞ 

・ プロジェクト会議の下部組織として、業務毎にプロジェクトチームを設置 

・ 全７プロジェクトチーム、17 課、66 名で構成 

① ライフイベント系プロジェクトチーム 

② 証明書発行系プロジェクトチーム 

③ その他窓口プロジェクトチーム 

④ オンライン申請・例規改正プロジェクトチーム 

⑤ サービスセンター等プロジェクトチーム 

⑥ アナログ改革・庁舎レイアウト最適化プロジェクトチーム 

⑦ データ分析・人員配置最適化プロジェクトチーム 
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＜各プロジェクトチームの詳細＞ 

 

＜プロジェクトチーム構成員＞ 
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4.2 八戸市デジタル推進本部・庁内連絡会議 

 ＜八戸市デジタル推進本部＞ 

・ 八戸市長を本部長として、副市長・教育長・部長級職員で構成される。 

・ 各会議の最上部組織として、八戸市デジタル推進計画に位置付けられている。 

 

 ＜八戸市デジタル推進庁内連絡会議＞ 

・ 総務部長を座長として課長級職員で構成される。 

・ 八戸市デジタル推進計画に位置付けられている。 

 

4.3 外部有識者による会議 

 ＜八戸市デジタル推進懇談会＞ 

・ 八戸市デジタル推進計画に位置付けられている。 

・ 八戸商工会議所、八戸青年会議所、八戸工業大学、民間企業、一般公募で構成される。（（9 名） 

・ 事業の進捗状況の報告と意見聴取を実施する。（令和 6 年度 2 回開催） 

  

 ＜八戸市庁舎レイアウト最適化に向けた基本計画に係る有識者会議＞ 

・ はちのへスマート窓口の実施に伴い、外部有識者等広く市民の意見を聴取し、満足度の高い

窓口空間・庁舎空間を構築することを目的とする。 

・ 大学・専門学校・商工会議所・金融機関・福祉関係者で構成される。（5 名） 

・ 基本計画に対する意見聴取を実施する。（令和 6 年度 3 回開催） 

 

4.4 八戸市議会 

 ＜八戸市議会デジタル化推進特別委員会＞ 

・ 八戸市デジタル推進計画の事業の進捗状況の報告とあわせ、八戸市窓口業務改革プロジェ

クトの進捗状況についても報告する。（令和 6 年度 4 回開催） 
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5. 現状分析・課題抽出の取組、対象手続の選定 

5.1 窓口申請手続データベースの作成 

＜窓口申請システム導入の意向確認と各手続の詳細把握（第２回八戸市窓口業務改革プロジェクト

会議資料より抜粋）＞ 

 

※調査時（令和 6 年 5 月時点）の数字 
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5.2 窓口体験調査・窓口 BPRアドバイザー事業報告書における課題・提言に対する取組 

 ＜窓口体験調査・窓口 BPR アドバイザー事業報告書における課題・提言に対する取組(主なもの)＞ 

 

 

＜窓口体験調査・窓口 BPR アドバイザー事業報告書における課題・提言に対する取組（詳細）＞ 
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＜窓口利用体験調査の様子＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.3 手続チェックシート 

窓口利用体験調査報告書における提言に基づき作成。複数窓口での申請が必要な利用者に対し

て、窓口リレー方式の最初の窓口で交付される。右上は QR コードとなっている。 
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5.4 QRコード（事前申請時） 

窓口利用体験調査報告書における提言に基づき作成。利用者が自身のスマートフォンで事前申

請を行った際、登録が完了すると送付される QR コードとなる。 

これを次の窓口に持っていくことで、コードの読込により申請内容が自動転記され、手続時間の

短縮が図られる。 

 

 

5.5 庁舎レイアウトの変更（令和 6年度） 

窓口利用体験調査報告書における提言と第３回窓口業務改革プロジェクト会議で決定された方

針を基に、はちのへスマート窓口の開設にあわせ、令和６年度中に可能な範囲でレイアウト変更を

実施する。 
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5.6 書かない窓口の様子 
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5.7 対象手続の選定 

第４回窓口業務改革プロジェクト会議、及び第２回八戸市デジタル推進本部会議で最終決定し

た。 

＜第２回八戸市デジタル推進本部会議資料より抜粋＞
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＜対象手続の選定＞ 

 

 

6. 業務フロー（BPR） 

6.1 業務フロー（ライフイベント系業務の例） 

＜改革前＞ 
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＜改革後＞ 

 

 

6.2 業務フロー（証明書発行系業務の例） 

＜改革前＞ 
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＜改革後＞ 

 

 

6.3 業務フロー（セルフ端末の例） 

＜改革後＞ 
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6.4 業務フロー（待たない窓口の例） 

＜改革後＞ 

 

 

6.5 業務フロー（行かない窓口（完全オンライン申請）の例） 

＜改革前＞ 
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＜改革後＞ 

 

 

 

7. 課題解決に向けた取組の選定 

7.1 窓口リレー方式による書かない窓口 

 手続：転入、転居、出生、おくやみ等 計 132 手続 

 ツール：ゆびナビプラス（BSN アイネット） 

 課題：窓口利用体験調査により、氏名を書いた数 61 回、住所を書いた数 33 回、生年月日を書

いた数 37 回、書いた書類 24 枚であったことが判明した。 

 対応策： 

➢ 利用者が申請書を記入する手間を省くため、最初の受付窓口で書いた内容が QR コード付

き手続チェックシートに記録され、他の窓口のその QR コード読取により、一度書いた内

容が自動転記されるシステムを構築する。 

➢ 八戸市の人口規模では受付件数が多いため、現状、人員や窓口スペースが不足しており、ま

た、利用者毎の手続の種類が多く、ワンストップ窓口で全てをカバーできないケースが多く

発生するものと考えられることから、まずはリレー方式を導入し、利用者の申請書記入の負

担を軽減しながら運用データを蓄積する方針とし、将来的なワンストップ窓口の設置を検

討する。 
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7.2 セルフ端末の利用による申請書作成 

 手続：転入、転居、出生、おくやみ等 計 132 手続 

 ツール：ゆびナビプラス（BSN アイネット） 

 課題：特に混雑時における窓口の待ち時間の長さ 

 対応策：セルフ端末で入力した内容を保存した QR コード付きレシートを窓口に持参すること

で、手続に係る時間を短縮する。 

 

 

7.3 待たない窓口 ～ 手続の一部を自宅等で行い、その後来庁して手続を行う 

 手続：転入、転居、出生、おくやみ等 計 132 手続 

 ツール：ゆびナビプラス（BSN アイネット） 

 課題：窓口での待ち時間を含む庁内滞在時間の長さ。また、窓口担当職員の確保が課題となって

おり、限られた人材でサービスの質を確保するためには、さらなる業務改善が必要となってい

る。 

 対応策： 

➢ 事前申請と手続ガイダンスにより、自宅から迷わせない手続の案内が可能となっている。 

➢ 窓口における申請時間の大幅な短縮と、職員の業務時間の削減が図られる。 
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7.4 待たない窓口 ～ 来庁予約による窓口受付 

 手続：税証明等申請、おくやみ 

 ツール：ゆびナビプラス（BSN アイネット） 

 課題： 

➢ 窓口利用体験調査により、氏名を書いた数 61 回、住所を書いた数 33 回、生年月日を書い

た数 37 回、書いた書類 24 枚であったことが判明した。 

➢ 窓口での待ち時間を含む庁内滞在時間が長くなった。 

➢ 窓口担当職員の確保が課題となっており、限られた人材でサービスの質を確保するために

は、さらなる業務改善が必要となっている。 

 対応策： 

➢ 事前申請に来庁予約を組み込み、さらなる住民利便性の向上と在庁時間の短縮を図る。 

➢ 利用者が決まった時間に来庁するため、職員配置について事前準備が可能となり、業務効率

化に繋がる。 

➢ 申請データを活用することで、窓口の混雑の緩和やよりニーズの高い時間帯に人員をシフ

トする等の対応が可能となっている。 
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7.5 行かない窓口 

 手続：住民票の写し、戸籍謄本・抄本、印鑑登録証明書の発行等 計 20 手続 

 ツール：ゆびナビプラス（BSN アイネット） 

 課題： 

➢ 窓口での待ち時間を含む庁内滞在時間が長くなった。 

➢ 窓口担当職員の確保が課題となっている。限られた人材でサービスの質を確保するために

は、さらなる業務改善が必須となっている。 

 対応策： 

➢ オンラインで完結するシステムを導入する。 

➢ 来庁不要であることから、そもそも在庁時間が発生しない。窓口の混在の緩和や窓口におけ

る業務時間の削減に繋がる。 

 

 

7.6 オムニチャネル化 

 手続：住民票、戸籍謄本・抄本、印鑑登録証明書、住民異動届出など 計 65 手続 

 ツール：ゆびナビプラス（BSN アイネット） 

 課題：人口減少、高齢化、都市のスポンジ化が進む中、市民がより近いところで行政相談や申請

を行う体制を整備することが必要 

 対応策： 

➢ 各サービスセンター・南郷事務所（計 11 ヵ所）に、本庁と同様の書かない窓口サービスを

導入する。 

➢ あわせてリモート相談システムを導入し、出先機関の業務負担の軽減を図る。 
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8. データフロー 
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9. 効果検証 

9.1 モデル事業共通の効果検証指標 
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9.2 申請件数と１件あたり平均処理時間 

＜申請件数と１件あたり平均処理時間（令和 6 年 11 月 18 日～令和 7 年 2 月末）＞ 

 

 

＜窓口別：申請件数と１件あたり平均処理時間（令和 6 年 11 月 18 日～令和 7 年 2 月末）＞ 
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9.3 窓口申請に係るデータの分析 

＜市民課手続件数 2023 年 6 月～2024 年 5 月）＞ 

 

 平均 1,069 件で±200 件の間で推移している。 

 μ+２σを超える件数が発生するのは繁忙期（3 月第 3 週～４月第 1 週）のみで、平均の 1.6 倍

程度の件数となることが分かっている。 

 

 

 

＜市民課窓口稼働率 （2025 年 1 月～2025 年 2 月）＞ 

 ゆびナビぷらすの導入により、申請手続に係る時間が測定可能となり、窓口稼働率を算定する

ことが可能となっている。 

 これにより、窓口対応に必要な職員数について、データに基づく施策提案を実施することが可

能となっている。 
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＜窓口稼働率 市民課２番窓口（住民異動など全般）＞ 令和７年２月データ 

 

 ＜施策案＞ 

 窓口稼働率は、平日 38.3％～92.4％に対し、週明け日は 51.5％～190.8％となっている。 

 週明け日のみ通常の２倍程度の人員が必要となるが、平日は充足されている状態となっている。 

⇒ 週明け日のみ増員する仕様で業務委託を検討。（会計年度任用職員の任用だと週明け日のみの

対応はできない） 

 

＜窓口稼働率 ３番窓口（証明書発行系）＞ 令和７年２月データ 
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＜施策案＞ 

 窓口稼働率は、平日 29.3％～52.0％に対し、週明け日は 28.1％～56.0％となっている。 

 ３番窓口は曜日での変動はほぼない。稼働率も最大で 56％程度である。 

 業務負荷が小さく、キオスク端末設置による自動化が可能と考えられる。 

⇒ 窓口職員数の削減を検討。（20％～30％の削減が可能） 

 

＜窓口稼働率 マイナンバーカード関係窓口＞ 令和７年２月データ 

 

＜施策案＞ 

 窓口稼働率は、平日 27.6％～50.0％に対し、週明け日は 25.0％～47.1％となっている。 

 ３番窓口は曜日での変動はほぼない。稼働率も最大で 50％程度。 

 但し、マイナンバーカード関係窓口は７窓口を設置しているが、うち５窓口は基本的にマイナン

バーカード交付の予約窓口となっていることから、暗証番号の変更など予約者以外の対応につ

いては、実態として２窓口で対応しているため、待ち時間が発生している。 

 以上より、窓口は空いているが、対応する職員が不足している状況と考えられる。 

⇒ 人員増の検討、業務委託による対応を検討。 

 

＜全体＞ 

 17 時～18 時の窓口稼働率は、週明け日２番窓口で最大 13.9％であり、ほとんど 10％以下とな

っている。利用人数も少ない。 

 ⇒ 窓口開設時間の短縮を検討。 
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10. KPI の達成状況 

10.1 全体 KPI 
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10.2 個別 KPI（書かない・待たない・行かない窓口推進事業） 

 
 

10.3 個別 KPI（オムニチャネル化） 
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10.4 個別 KPI（システムの操作ログを活用したワークフロー分析・ダッシュボードの作

成） 

 

 

10.5 個別 KPI（庁舎レイアウト最適化に向けた基本計画（基本設計）の策定） 
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11. 費用対効果の検証 

＜令和６年度（１年目）＞ 

 2,038 時間の手続時間の短縮 

 職員人件費は 642 万円の削減 

 

＜算定根拠＞ 

◎（改革前）25,566 時間の算出根拠 

 ＜１カ月分＞ 

単独窓口 =  “00:07:59”×14541 件 ＝ 1,935 時間 

リレー２窓 =“00:41:11”×260 件 ＝ 178.5 時間 

リレー３窓 =“00:47:02”×22 件 ＝ 17 時間 

合計 2,130.5 時間 

 ※１件あたり平均手続時間は、窓口現地調査（令和 6 年 7 月）より 

 ※件数は令和 6 年 2 月実績 

2130.5 時間×12 カ月≒ 25,566 時間 

 

◎（改革後）23,528 時間の算出根拠 

 ＜１カ月分（令和 6 年 2 月）＞ 

単独窓口 =  “00:07:31”×14541 件 ＝ 1,821.6 時間 

リレー２窓 =“00:28:52”×260 件 ＝ 125 時間 

リレー３窓 =“00:37:58”×22 件 ＝ 14 時間 

合計 1,960.6 時間 

 ※１件あたり平均手続時間は、窓口現地調査（令和 6 年 7 月）より 

 ※件数は令和 6 年 2 月実績 

1,960.6 時間×12 カ月≒ 23,528 時間 

 

◎職員人件費@3,152 円の算定根拠 

令和６年度市民課現計予算（人件費）215,455 千円÷35 人÷12 カ月÷21 日÷7.75ｈ＝3,152 円 

市民課予算（215,455 千円）の内訳は、給与 + 期末・勤勉手当 + 共済費 

 

※手続１件あたり作業時間は、改革前・改革後ともに待ち時間・移動時間・後処理時間を除く 

※オンライン申請は今回の試算に含んでいない 
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＜令和６年度 費用削減効果＞ 

 

 

 

＜２年目（令和 7 年度）以降の費用削減効果＞ 

 運用経費（使用料・システム保守委託）を除くと、削減効果は▲798 万円となる。 

 

 

＜令和９年度以降（KPI 達成時）の費用削減効果＞ 

 オンライン申請の拡大等により、5,322 時間の手続時間の短縮を見込む。 

 40,000 件×479 秒（単独窓口の数字を使用：導入前 7：59－入後 0：00）≒（5,322 時間 

 5,322 時間×@3,152 円（≒（1,678 万円 

 職員人件費は約 2,320 万円の削減 （1,678 万円（+（642 万円） 

 運用経費（使用料・システム保守委託）を除くと、削減効果は 880 万円となる。 

 

 

 

12. 改革の効果・さらなる業務改善の検討 

12.1 改革の効果（はちのへスマート窓口導入の効果（手続時間の短縮）） 

 

はちのへスマート窓口の書かない窓口サービスについて、主な事例を紹介する。 
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12.2 改革の効果（利用者満足度） 
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12.3 改革の効果（八戸市庁舎レイアウト最適化基本計画の策定） 

 

窓口業務のデジタル化、ペーパーレス化に伴い、市民・職員の動線の最適化、データに基づく窓口・

人員の配置など、窓口空間の在り方について検討を進め、庁舎レイアウト最適化に係る基本計画を策定

した。 

令和６年度は、令和 6 年 11 月 18 日のはちのへスマート窓口のスタートにあわせた小規模なレイア

ウト変更を実施。基本計画に基づく本格的なレイアウト最適化事業は次年度以降を予定している。 

 

 

＜八戸市庁舎レイアウト最適化基本方針＞ 
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＜対象エリア＞ 

 

＜基本方針１．市民の利便性向上＞ 
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＜基本方針２．職員の執務スペースの最適化＞ 
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＜基本方針３．市民サービスへの影響を最小限に抑えた効率的な工事計画＞ 

 

＜全体イメージ図＞ 
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＜八戸市庁舎レイアウト最適化に向けた基本計画に係る有識者会議＞ 

 基本計画の策定にあたり、「八戸市庁舎レイアウト最適化に向けた基本計画に係る有識者会議」

を設置し、意見聴取を実施。 

 令和 6 年 11 月 29 日、令和 7 年 2 月 6 日、令和 7 年 3 月 28 日の全 3 回開催。 

 大学・専門学校・商工会議所・金融機関・福祉関係者の 5 名で構成。 
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12.4 改革の効果（まとめ） 

 

 

12.5 さらなる業務改善の検討（全体） 
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12.6 さらなる業務改善の検討（周知・PRの強化） 

 

12.7 さらなる業務改善の検討（データの活用） 
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13. 今年度の取組における課題、今後の見通し 

13.1 今年度の取組における課題 

＜マイナンバーカード関係窓口＞ 

 マイナンバーカードの５年毎の更新や健康保険証利用に伴う電子証明書の更新（暗証番号忘れ

など）により、窓口の混雑が見られる。 

 はちのへスマート窓口の導入により、申請書自体の作成時間は短縮されているが、それを上回る

申請者数となっている（平均待ち時間 36 分 42 秒）ことから、早期の対応が必要となっている。 

 

＜データに基づく人員配置・業務委託＞ 

 会計年度任用職員の給与増額により、直接人件費ベースの比較においても、委託費の方が低額と

なるケースがあることから、業務委託を積極的に検討することが必要となっている。 

 証明書発行など定型業務については極力平準化・自動化を図るとともに、１日数件しか事務のな

い出先機関については、統廃合を検討することが必要となっている。 

 データを活用した混雑予想に基づく、人員配置等の工夫が必要となっている。 

 

＜オンライン申請・セルフ端末・事前申請＞ 

 全体業務効率化（窓口滞在時間の短縮、職員業務負荷の削減）を図るためには、書かない窓口だ

けでなく、待たない・行かない窓口に利用者を誘導することが重要であり、特に、市役所に来さ

せない取組を強化することが重要である。 

 セルフ端末・事前申請についても、利用促進を図ることが必要となっている。 

 待たない窓口の受入れ体制については、人員不足、窓口スペースの不足等の理由により、予約体

制を整備することが困難なケースが多い。 

 

＜個別の申請手続＞ 

 戸籍届出関係手続については、第三者（医師、証人等）の署名が必要となっている。 

 印字済の申請書（高額療養費、マイナンバーカード交付申請など）は書かない窓口の必要性がな

いため、オンライン申請の拡充による業務効率化を図る必要がある。 

 市外からの転入届の受付については、現状のシステムでは世帯情報などの自動転記ができない

ことから、入力に時間がかかるケースが多くなっている。 

 

＜窓口空間＞ 

 窓口の大規模なデジタル化に伴う庁舎レイアウト最適化については、多額のコストが生じるが、

活用できる財源がない状況となっている。 

 書かない窓口となり、ヒアリングすることが増えた分、会話への配慮が必要。特に窓口スペース

が狭隘なサービスセンター等においては衝立の設置等、プライバシーへ配慮した対策が必要と

なっている。 
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＜連携中枢都市圏への横展開＞ 

 ８市町村中八戸市を含む６市町村で書かない窓口を導入している状況となっている。 

 それぞれ別のベンダーと契約済であるため、八戸市事例の横展開にあたっては、既存システム・

運用体制と共存する形での導入が必要となっている。 

 

＜事業者向け申請手続＞ 

 事業者向け申請のデジタル化。特にオンライン申請について要望を受けている。 

 

13.2 今後の課題解決に向けた取組（実施期間中に解決できるもの） 

＜マイナンバーカード窓口＞ 

 ３月下旬～４月上旬の繁忙期に備え、令和 6 年 3 月 21 日より窓口数と人員体制を増強した。 

 

＜オンライン申請・セルフ端末・事前申請・予約窓口＞ 

 案内係（新規業務委託）により、混雑時の待ち時間にセルフ端末による事前申請手続を勧め、申

請時間の短縮とセルフ端末の利用促進を図っている。 

 

＜個別の申請手続＞ 

 戸籍届出関係手続については、書かない窓口の導入は見送っている。 

 

＜窓口空間＞ 

 令和６年度は、はちのへスマート窓口のスタートに伴い、利用者及び職員の新たな動線や、紙の

申請書・記載台の撤去、不用な掲示物の撤去等、可能な限り庁舎レイアウトの最適化を実施した。 

 

＜連携中枢都市圏への横展開＞ 

 連携中枢都市圏 DX 推進ワーキンググループ会議を今年度２回開催。担当者間での情報共有と

書かない・待たない・行かない窓口の導入に関する意向調査を実施した。 

 

＜事業者向け申請手続＞ 

 令和７年３月より全庁意向調査を実施。また、八戸商工会議所にヒアリングを実施している。 

 

13.3 今後の課題解決に向けた取組（次年度以降に解決する見込みのもの） 

＜マイナンバーカード窓口＞ 

 今年度は臨時窓口で対応するが、今後は混雑状況や利用人数の予測に応じたフレキシブルな窓

口空間とし、対応職員数もデータに基づく混雑予想に対応するよう検討を進める。窓口空間の考

え方については、八戸市庁舎レイアウト最適化基本計画に登載している。 

 

＜データに基づく人員配置・業務委託＞ 
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 キオスク端末の導入により、マイナンバーカード所持者かつ証明書発行系の定型業務はキオス

ク端末へ誘導し、極力自動化を図る。（令和７年度事業で検討中） 

 サービスセンター等事務の８割以上が証明書発行系業務であることから、出先機関でも積極的

に活用。web 会議システムを組み合わせて、件数の少ないサービスセンター等においては窓口

の無人化も検討する。 

 窓口稼働率が著しく低い日時（平日 16（：00～17（：00、土曜日）については、費用対効果を踏ま

え、土曜日の閉庁を含め、開設時間の見直しを行う。代替措置として予約窓口のみの開設やオン

ライン申請の促進を検討する。 

 

＜オンライン申請・セルフ端末・事前申請・予約窓口＞ 

 待たない窓口（窓口予約）については、今後さらに拡大予定。特に、土日や平日時間外など、利

用件数が少ない時間帯について、通常の窓口運用をやめ、代替措置として予約専用窓口の開設等

を検討する。 

 行かない窓口への誘導については、手数料の割引等によるインセンティブの検討を進める。 

 

＜個別の申請手続＞ 

 印字済の申請書（各種給付金、高額療養費、マイナンバーカード交付申請など）の受付など、こ

ちらから申請書を送る手続（（プッシュ型申請手続）については、現行システムを活用して対象を

拡大することを検討する。 

 また、現行システムを活用し、市役所から送った申請書について承認するだけのものや、将来的

な住民票、印鑑登録証明書等の電子証明書化を見据えたオンライン完結型のサービスの拡大を

検討する。 

 

＜窓口空間＞ 

 令和６年度に策定予定の「八戸市庁舎レイアウト最適化基本計画」において、市民の利便性への

影響を最小限にし、費用を可能な限り抑えた計画としている。 

 利用者のプライバシーへの配慮、今後は混雑状況や利用人数の予測に応じたフレキシブルな窓

口空間とした計画としている。（着工時期は未定） 

 

＜連携中枢都市圏への横展開＞ 

 ８市町村中八戸市を含む６市町村で書かない窓口を導入済、もしくは導入を予定している状況。

それぞれ別のベンダーと契約済であるため、八戸市事例の横展開にあたっては、既存システム・

運用体制と共存する形での導入が必要であるが、システムの導入方法や運用・体制などについ

て、ワーキンググループ会議等を通じて連携市町村で情報共有していく予定としている。 

 連携中枢都市圏ビジョンの連携施策として窓口 DX の登載を検討。八戸市事例の横展開、窓口

受付システムの共同調達、連携中枢都市圏の財源の活用等について、基幹システム標準化の時期

等をみながら検討を進めていく予定としている。 
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＜事業者向け申請手続＞ 

 事業者向け申請については、現行システム（ゆびナビぷらす）を活用し拡大する予定であり、追

加費用はかからない見込みである。 

 令和７年度より、準備が整った手続より順次開始予定としている。 


